
様式第１号 第３条関係　第１頁

年 月 日

青 木 村 長　様

住 所

氏 名

１．第１号被保険者

（ ）

２．主たる生計維持者の状況

　被保険者との続柄

・

・

※ ①で「はい」を選択した者以外の者は､次の表に記載すること｡

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

％ ％ ％ ％ ％

円 円 円 円
  ｃ
円

円 円 円 円
  ｄ
円

円 円 円 円
  e
円

３．減免額の計算  ※該当する項目のいずれか一つに☑すること。

(ｆ＝ｇ)

次の式により計算した額､ただし､減免割合は10分の10とする

次の式により計算した額､ただし､減免割合は10分の10とする

上記のいずれにも該当しない 次の式により計算した額､ただし､減免割合は10分の8とする

f c g

円 円 ÷ 円 × ＝ 円

第２頁 へ

個 人 番 号

記

被 保 険
者 番 号

合 計給 与不 動 産

電 話 番 号

① 上記生計維持者が､新型コロナウイルス感染症により死亡または重篤な傷病を負った。 は い

いいえ

減 免 割 合

cが 、 ２ ０ ０ 万 円 以 下 で あ る

前 年 所 得

ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ

氏 名

保険料(第2頁４のf)

上 記 以 外 の 前 年 所 得

影 響 前 の 事 業 収 入 等
第3頁8減収額の計算b

事 業

減 少 ( 見 込 ) 割 合
100*(a-1)/b

山 林

影 響 後 の 事 業 収 入 等
第3頁8減収額の計算a

・・・・・

・・・・・□

□

減 免 額合計前年所得

住 所

１０分の
d

２－①で「はい」を選択 した

□

×

② 上記生計維持者が､新型コロナウイルス感染症の影響により事業等を廃止若しくは失業した。

□

内 30%以上減収が見込
れる事業等の前年所得

□

介 護 保 険 料 減 免 申 請 書
(新型コロナウイルス感染症の影響により収入の減少が見込まれる場合等用)

・・・・・ 減免非該当

・・・・・ 全 額 免 除

・・・・・

cまたはdが０円､若しくはeが４００万円以上である

２－②で「はい」を選択 した

(申請者)

青木村介護保険条例附則第７条第１項の規定により適用する同条例第１１条第１項の規定及び新型コロナウイル
ス感染症の影響により収入の減少が見込まれる被保険者等に係る青木村介護保険料の減免に関する要綱第３条第
１項の規定により介護保険料の減免を申請します。

㊞

住 所

※被保険者と同じとき
　 は記載不要

ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ

氏 名

いいえ

は い

30%以上減少所得計



様式第１号　第２頁 

４．納入額の計算

月
期

令 年 月 日
円 円 円

月
期

令 年 月 日
円 円 円

月
期

令 年 月 日
円 円 円

月
期

令 年 月 日
円 円 円

月
期

令 年 月 日
円 円 円

月
期

令 年 月 日
円 円 円

月
期

令 年 月 日
円 円 円

月
期

令 年 月 日
円 円 円

月
期

令 年 月 日
円 円 円

月
期

令 年 月 日
円 円 円

月
期

令 年 月 日
円 円 円

月
期

令 年 月 日
円 円 円

月
期

令 年 月 日
円 円 円

月
期

令 年 月 日
円 円 円

  f
円

  ｈ
円 円

※

※

減免前の保険料 減免後の納入額
ｆ h

円 円 △ 円 ＝ 円

※ 減免後の納入額がマイナスの時は還付額とする。

５．納入額がある場合の納入方法 減免後の納入通知書による ・ その他  ( )

６．還付額がある場合の振込口座

・ ・ （ ）

※ ゆうちょ銀行のときは、本支店名欄に支店番号を記載すること。

７．添付書類

第３頁 へ

特徴で申請日以降､後々月の１５日以前に年金支払日が訪れるものは、未納であっても納入済額欄に記載すること。

減 免 額

・減免前の納入通知書(令和２年２月１日から令和３年３月３１日までの間に納期限・徴収対象年金支払日を迎える納入金を含
  むものに限る｡)

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

口座名義

・新型コロナウイルス感染症の影響が判断できる「売上帳簿」「給与明細」「売上金等の預金通帳」等の写し。同感染症の影響
  前・後とも用意すること。

・新型コロナウイルス感染症により死亡または重篤な傷病を負った、若しくは事業等を廃止または失業した場合は、そのことが
  確認できる書類の写し

・「確定申告書」「住民税申告書」等、前年度の所得の状況が確認できる書類の写し。

特徴 ・ 普徴

令１ ・ 令２ 特徴 ・ 普徴

年 度 区 分 期 別

特徴 ・ 普徴

令１ ・ 令２ 特徴 ・ 普徴

令１ ・ 令２

令１ ・ 令２ 特徴 ・ 普徴

令１ ・ 令２ 特徴 ・ 普徴

令１ ・ 令２ 特徴 ・ 普徴

左記以外(未納額)

令１ ・ 令２ 特徴 ・ 普徴

令１ ・ 令２ 特徴 ・ 普徴

令１ ・ 令２ 特徴 ・ 普徴

令１ ・ 令２ 特徴 ・ 普徴

令１ ・ 令２

納期限/徴収対象年金支払日 減免前の保険料 内 納入済額

合　  計

納期限(徴収対象年金支払日)は､令和２年２月１日から令和３年３月３１日までの間とする。

金融機関

本支店名

口座種類
(預金種目)

口座番号
左詰めで記載

本所(店) ・ 支所(店)
営業所

農 協 ・ 銀 行
金 庫 ・ 信 組

納 入 済 額

g

当 座 普 通

△

令１ ・ 令２ 特徴 ・ 普徴

令１ ・ 令２ 特徴 ・ 普徴

令１ ・ 令２ 特徴 ・ 普徴



様式第１号　第３頁 

８．減収額の計算

新型コロナウイルス感染症の影響で収入減となった事業収入等 ・ ・ ・

月 円 円 円 円

月 円 円 円 円

月 円 円 円 円

月 円 円 円 円

月 円 円 円 円

月 円 円 円 円

月 円 円 円 円

月 円 円 円 円

月 円 円 円 円

月 円 円 円 円

月 円 円 円 円

月 円 円 円 円

月 円 円 円 円

月 円 円 円 円

月 円 円 円 円

月 円 円 円 円

月 円 円 円 円

月 円 円 円 円

円 円 円 円

  i
円

  j
円

  k
円

 ℓ
円

※ 月別変化で影響を判断する場合は､前年同月収入額欄は記載不要とする｡

※ 前年比較で影響を判断する場合は､影響前収入額欄､影響後収入額欄は記載不要とする。

※ 月別変化による場合はｋ=a､j=b､前年比較による場合はi=a､ℓ=bとし､第1頁「２主たる生計維持者の状況」a､bに転記。

※ 新型コロナウイルス感染症の影響で収入減となった事業収入等が複数あるときは､それぞれ別葉にして記載すること。

※ この表に依らず新型コロナウイルス感染症の影響で収入減となったことが確認できる場合は､当該資料で代用できる。

年 月

事　業 山　林 給　与

前年同月収入額内 影響後収入額

合 計

内 影響前収入額

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

令和

平 均 額

収 入 額

令和

令和

令和

令和

令和

令和

不  動  産


